
ＮＨＫ受信料の補助継続と対象区域の拡大を求める意見書 

 

 昭和５７年以降、防衛省は、在日米軍と自衛隊が使う基地の周辺住民を対象に、航空機

の騒音でテレビの視聴障害が起きているとしてＮＨＫ受信料の補助を実施してきた。 

 ところが政府は、昨年１２月の閣議で、これまで実施してきたＮＨＫ受信料補助を廃止

も含めて見直すことを決定した。 

 防衛省は、ＮＨＫ受信料の補助を廃止も含めて見直すという通知を対象となる世帯へ郵

送している。報道によれば、見直しの対象は全国で１６ヵ所４２万世帯・事業所とされて

いる。このような見直しは、岐阜基地に隣接する扶桑町民に大きな影響をもたらすもので

ある。 

  たとえ防音工事が行われていても自衛隊機の騒音により、テレビの音声が聞き取れない

状態は続いている。 

  よって、政府におかれては、ＮＨＫ受信料の補助継続と対象区域の拡大を進めるよう強

く要望する。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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